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第１章 計画の基本的な考え方 

 

本計画は、本市のこどもたちが家族や学校、地域の中で育まれ、社会へ出ても自らの未来を

切り開いていけるよう、令和２年に「おっぱい都市宣言」の理念に基づいて本市独自の施策を

盛り込んで策定した「第２期光市子ども・子育て支援事業計画」（以下「第２期計画」といい

ます。）の成果を継承して発展させていくため、また、新たに顕在化したこどもや子育てに関

する課題に対応するため、さらに、国が掲げる「こどもまんなか社会」の実現や少子化のトレ

ンドを反転させることを目指す動向に呼応するために策定するものです。 

  

１ 策定の背景 

（１）「おっぱい都市宣言」の理念の継承が必要 

平成７年３月に当時の光市議会において決議されたおっぱい都市宣言は、新市誕生によ

りいったん失効しましたが、平成17年６月には、このまちで暮らす全てのこどもたちが、

父母や地域の愛情に包まれて育まれるまちの実現に向けた普遍・不朽の理念として改めて

決議されるなど、まさに“本市のこどもの過去・現在・未来をつなぐシンボル”となって

おり、この宣言の理念は現在まで綿々と継承されてきました。 

こうした中、初めて決議された年から30年が経過し、当時生まれた「光っ子」は、親の

世代から愛情を享受する立場から次の世代へ注いでいく立場へなろうとしていることか

ら、本計画を通じて“母と子と父そして人にやさしいまち光”を目指すこの宣言の理念を

改めて浸透させ、継承していく必要があります。 

 

 （２）国の「こどもまんなか社会」の実現へ呼応した取組が必要 

国は令和５年４月に、「こども」を年齢によることなく“心身の発達の過程にある者”

と定義し、法律で初めてこどもの意見表明権を定めた「こども基本法」を施行しました。

また、全てのこどもや若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる「こ

どもまんなか社会」の実現に向け、こども施策に関する基本的な方針や重要事項等を定め

た「こども大綱」を策定するなど、こどもを社会の真ん中に据えた政策や取組を強力に推

進しようとしています。 

こうした中、本市においても、人口減少や少子化の進行、若者世代の格差拡大への懸念、

児童虐待やひきこもりといった家庭をめぐる課題、支援を必要とするこどもや子育て家族

への対応など、こどもや子育て家庭をめぐる課題や問題は多様化しており、これまで以上

に広い観点からの取組が求められています。 
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・Ａ 重要度が高く満足度が低い〔重点改善領域〕 

重要性の認識は高いものの十分な満足が得られておらず、施策の重点的な改善

も含めた満足度を高めるための取組が必要な領域です。 

 

・Ｂ 重要度、満足度ともに高い〔重点維持領域〕 

重要性の認識が高く満足が得られており、現在の水準が低下しないように維持

していくことが必要な領域です。 

 

・Ｃ 重要度、満足度ともに低い〔ウォッチング領域〕 

あまり重視されておらず、施策の目的や重要性を認知してもらう取組とともに、

推移を注視しながら現状維持か、あるいは、あり方を含めて見直すべき領域です。 

 

・Ｄ 重要度が低く満足度が高い〔維持領域〕 

重要性の認識は低いものの満足が得られており、現状どおりの取組を進めると

ともに、内容に応じては見直しが必要な領域です。 

 

この分析は、各種施策に対する市民の満足度や重要度を把握することにより、満足

度が低い要因を分析し、市民の満足度を向上させるような施策の展開の参考とするた

めに実施します。 

なお、この分析は、施策を相対的に分類することにより、客観的な立場からの分析

を容易にしようとするもので、施策の順位付けを行おうとするものではありません。 
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１．子育て支援に関する総合的な情報提供（情報誌、インターネット等） 

２．子育てに関して学べる場、不安や悩みの相談窓口の充実 

３．公園や広場など、こどもや親子でのびのび遊べる場所の充実 

４．育児等への男女共同参画等の意識を高めるための啓発活動 

５．職場での育児休業の取得など、仕事と子育てが両立しやすい環境整備 

６．子育てサークルやボランティア等による地域での支援体制の充実 

７．チャイベビステーションなどの子育て家庭が交流できる施設の充実 

８．幼稚園・保育所・認定こども園などの施設サービスの充実 

９．ちょっとした用事やリフレッシュのために利用できる一時預りサービスの充実 

10．保護者が病気の際や産前・産後に家でサポートをしてもらえる派遣サービスの充実 

11．妊娠・出産・育児などに関する相談支援の充実 

12．妊産婦や乳幼児に対する健康診査や予防接種などの健康管理体制の充実 

13．妊産婦やこどものメンタルヘルス支援体制の充実 

14．不妊・不育症治療の支援等妊娠出産への支援の充実 

15．こどもの成長に応じた食育推進の充実 

16．歯みがきやよく噛むことなど、歯と口腔の健康管理支援の充実 

17．児童虐待や育児放棄の予防や早期発見、早期解決に向けた体制作りの強化 

18．児童手当やこどもの医療費助成の拡充、税金の軽減など経済的支援の充実 

19．こどもの自立を促す教育の推進 

 

 

就学前児童と小学生の保護者ともに、「３．公園や広場など、こどもや親子でのび

のび遊べる場所の充実」や、「５．職場での育児休業の取得など、仕事と子育てが両

立しやすい環境整備」について重要度が高いものの満足度が低い結果となっており、

市民のニーズが高いことがうかがえます。 

また、「８．幼稚園・保育所・認定こども園などの施設サービスの充実」や「12．妊

産婦や乳幼児に対する健康診査や予防接種などの健康管理体制の充実」は重要度、満

足度ともに高くなっています。 
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● ①父母がともに子育てに関わっている家庭の割合や、③妊婦健康診査受診率は、令和

５年度時点で目標値を下回っていますが、策定時より増加しています。 

● ⑤一般不妊治療費助成及び不育症治療費補助件数は、目標値を上回っています。 

● ⑥奨学生認定人数は、目標値を大きく下回っています。 

 

父親の育児参加割合は、平成 30 年度から令和５年度にかけて増加しており、これまで

行ってきた父親の積極的な育児参加や子育て意識の醸成に向けた取組が一定の成果を出

していることがわかります。 

妊娠・出産は、妊産婦にとって体の変化や出産、育児に対する不安感を感じるなど、身

体的、精神的に大きな負担となりますが、健康診査など健康管理体制の充実を図ることに

より、切れ目のない総合的な母子保健活動を行うことができています。 

子ども医療費や不妊・不育症治療費助成の所得制限を撤廃することにより、子育て世帯

への経済的負担の軽減を図りました。アンケートの結果における経済的支援への不満度も

前回調査から低下傾向にあり、一定の成果が出ていることがわかりますが、子育て支援の

項目全体の中ではまだ満足度が低い順位に留まっています。 

高校の授業料無償化や国が給付型奨学制度を充実させていること、また、こどもの数が

減少傾向であることから、奨学生の認定人数が大きく減少していると考えられます。 
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● ①子育て支援活動に参加している人の割合や、②地域の行事に参加している児童生徒

(小・中学生)の割合は、策定時から低下しており、目標値も下回っています。 

● ③中学生リーダー・ジュニアリーダーの会員数は、新型コロナウイルス感染症の影響

により、策定時から減少しており、目標値も下回っています。 

● ④母子保健推進員及び保健師の個別訪問延べ件数は、こどもの出生数の減少や新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、策定時から減少しており、目標値を下回っている状

況ですが、⑥子育てに関する不安や悩みへの相談対応件数は、目標値を上回っています。 

 

令和２年度から令和４年度にかけて、新型コロナウイルス感染症の影響により、おっぱ

いまつりや各コミュニティ協議会等が開催している事業が中止となり、こどもと地域との

関わりが希薄になっていることが懸念されていますが、おっぱいまつりについては、４年

ぶりに開催した令和５年度には過去最高の 3,500 人の来場がありました。 

母子保健推進員及び保健師の個別訪問や「こども家庭センターきゅっと」による相談体

制の充実は、保護者の育児不安の軽減や、悩みや問題を抱える家庭が社会から孤立しない

ようにサポートしていくために重要な役割を果たしていますが、新型コロナウイルス感染

症の影響等により、母子保健推進員及び保健師の個別訪問件数は減少しました。 
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（３）国の方向性を踏まえた第２期計画評価のまとめ 

●こどもを権利の主体として、社会全体で支える環境の整備が必要 

新型コロナウイルス感染症の影響により、地域社会とこどもとの関わりが希薄になって

いることが懸念されています。遊び場や、イベント等による集い・ふれあいの場を確保して

いくとともに、こども自らが活動主体として地域社会との関わりを深めていくことが重要

です。 

こうした中、こども大綱の基本的な方針の中には、こどもが、自らの権利、心や身体、社

会に関する必要な情報や正しい知識を学ぶことにより、希望と意欲に応じて将来を切り開

いていけるよう取り組むことや、「こどもとともに」という姿勢で、こどもの自己選択・自

己決定・自己実現を社会全体で後押しする必要性などが掲げられています。  

このため、社会全体で子育てを応援する機運の醸成や、こどもが活動主体として地域社会

との関わりを深めていくための取組を促進していく必要があります。 

 

●こどもの年齢に応じて切れ目のない支援が必要 

第２期計画の期間中に、子ども医療費や不妊・不育症治療費助成の所得制限の撤廃により、

子育て世帯への経済的負担の軽減を図ったことなどによって、アンケートの結果からは、不

満度が低下傾向となっていますが、こうした経済的支援は、子育てにおいて重要であると９

割以上の保護者が回答しています。また、アンケートからは、妊産婦や乳幼児に対する健康

管理体制や幼稚園・保育所などの施設サービスの満足度が高いことが分かります。 

こうした中、こども大綱の基本的な方針の中には、様々な分野の関係機関・団体が連携し、

教育・保育、保健、医療、療育、福祉を切れ目なく提供する必要性などが掲げられています。  

このため、引き続き、経済面と社会面の両面から、こどもを産み育てやすい環境づくりに

取り組む必要があります。 

 

●こどもが幸せに成長できるための環境の整備が必要 

貧困や虐待など、こどもや子育て家庭が抱える悩みや問題は複雑化しているため、様々な

関係機関が連携しながら、配慮を要するこどもや家庭に対して、きめ細かい支援に取り組み、

社会からの孤立を防ぐことが必要であり、アンケートの結果からも、８割以上の保護者が早

期発見のための体制づくりが重要と回答しています。 

こうした中、こども大綱の基本的な方針の中には、ひとり親家庭など貧困の状況にある家

庭が抱える様々な課題や個別のニーズに対応した支援を進め、貧困の解消・貧困の連鎖の防

止に取り組む必要性などが掲げられています。  

こうしたことからも、特に配慮を要するこどもや子育て家庭への支援に取り組む必要が

あります。 
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第４章 重点的な取組 

基本理念である「すべてのこどもが主人公 一人ひとりが輝くまち“ひかり” ～笑顔あ

ふれるまちの実現に向けて～」の実現に向けた取組を計画的に推進していく中で、アンケー

トの結果における保護者のニーズや社会情勢等を勘案し、この５年間において、次の４点に

ついて重点的に取り組みます。 

  

【こどもが社会のまんなかに】 

１ 児童が主体的に活動でき、活躍できる環境の整備 

（１）取組の方向性 

出生から乳幼児期において、遊びの場を充実・発展させていくことは、認知的スキルの

習得に加え好奇心や想像力など社会情動的スキルを育むことにつながります。 

また、本市がこれまで育んできたコミュニティ・スクールの取組を基盤とし、社会総が

かりでこどもの「学び」と「育ち」を見守り、支援する中で、こどもたちが自分の良さや

可能性を認識し、夢や希望を大切にするとともに、豊かな創造性を発揮しながら主体的に

行動できるよう、発達段階に応じて必要な力を育んでいくことが求められています。 

こうしたことから、本市の特性を踏まえて、こども一人ひとりが自ら成長できる機会や

環境の整備を、こどもの意見も聴取しながら取り組みます。 

（２）主な事業例 

●インクルーシブの視点など、現代ニーズに沿った遊び場のあり方の検討 

●コミュニティ・スクールの推進 

●幼保、小・中、高等学校の連携・協働教育の推進 

  

２ 若者が社会生活で成長できる環境の整備 

（１）取組の方向性 

思春期において、計画的なキャリア教育を推進していくことは、自分にふさわしい生き

方を実現しようとする意欲や能力の向上につながります。 

また、青年期において、能力開発や職業的な自立を促進していくことは、産業界のニー

ズに応じた人材育成や、ひきこもりなどをはじめとした学卒未就職者などの職業能力の開

発につながります。 

こうしたことから、若者が社会から必要とされ、まちづくりの担い手として成長できる

環境の構築について、国や県、関係機関とも連携しながら取り組みます。また、コミュニ

ティ活動やレクリエーションスポーツの普及などを通じて、若者の社会参画を促し、社会

人としての成長につながる取組を進めます。 

（２）主な事業例 

●学生や若者が働くことの意義や魅力を体感できる機会の創出 

●国や県と連携した能力開発や職業的自立に向けた促進 

●地域活動の普及や活用を通じた若者の社会参画の促進 
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【こどもを社会のまんなかに】 

３ 幼児教育・保育の量的確保と質の維持・向上 

（１）取組の方向性 

少子高齢化が進む中で、本市においても将来的に児童数は減少することが見込まれてい

ますが、近年では女性の就労ニーズの高まりなどにより、３歳未満児の保育ニーズが高ま

っています。 

こうしたことから、安全で安心な保育を提供していくため、私立の保育所を中心に、保

育士の保育業務への集中や周辺業務に係る負担軽減について、国や県が進める支援の取組

に呼応します。 

また、公立の幼保施設については、再編に向けた検討や増加傾向にある障害児や医療的

行為が必要な児童への対応について大局的な観点から検討するとともに、老朽化が進むわ

かば児童館については、規模を減らしながらサービスの充実につなげる「縮充」の観点か

ら、類似・重複した機能の集約化や施設の統廃合を検討します。 

（２）主な事業例 

●公立の幼児教育・保育施設の再編を含めた３歳未満児の受入れの確保 

●医療的ケア児への対応や「こども誰でも通園制度」の実施などの国の取組への呼応 

●老朽化が進むわかば児童館のあり方についての検討 

 

４ ライフステージを通じたこどもと子育て家庭への切れ目のない支援 

（１）取組の方向性 

就学前児童と小学生の保護者の 95％以上が「子育てが楽しい」と回答している一方で、

就学前児童の保護者の約 59％、小学生の保護者の約 47％が「時々子育てがつらいと思う

ことがある」と回答しています。 

こうしたことから、こどもの年齢や発達状況に応じた支援の展開など、子育て家庭の不

安や孤立感を軽減し、こどもを産み育てやすい環境づくりに取り組みます。 

（２）主な事業例 

●妊産婦健康診査による心身の不調の早期発見と産後ケア事業等によるその後の支援の

強化 

●地域の力を活用したこどもの一時預かりや送迎サービスの拡充 

●「こども家庭センターきゅっと」を中心とした相談体制の強化 
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個別施策１ こどもの権利の保障 

ア 現状と課題 

【人権・権利】 

令和５年４月に施行されたこども基本法に基づき、今後、国においては、こども自らが権

利の主体であることを広く周知するため、こどもの権利に関する理解促進や人権教育を推

進するとともに、こどもやこどもに関わり得る者を対象とした人権啓発活動などを進めて

いくこととしています。 

こうした中、本市では、小・中学生や保護者を対象として、安全にインターネットやＳＮ

Ｓを使用するための教室を開催するなど、「光市人権施策推進指針」を踏まえ、人権尊重の

理念の正しい認識や、理解を深める人権教育や人権啓発等に努めていますが、まちづくり市

民アンケートでは、学校教育における男女の地位の平等意識が「平等になっている」と思う

人の割合は約 60％となっており、こどもが権利の主体であることや男女の平等など、引き

続き、人権啓発活動を進めていく必要があります。 

【集いの場・ふれあいの場・遊びの場】 

遊びや体験活動は、乳幼児期の児童や小学生にとって健やかな成長の原点であり、今後、

国においては、年齢や発達の程度に応じた遊びや体験の機会と読書活動の創出などを推進

していくこととしています。 

こうした中、本市では、子育て支援センターでの遊びの提供や絵本などの読み聞かせ、冠

山総合公園や里の厨での体験研修などにより、乳幼児期の児童や小学生を中心とした遊び

や体験活動を推進するとともに、子育てサークルの育成や支援などによる交流の場をはじ

め、保育所の開放や放課後児童クラブ、放課後子ども教室などの児童の居場所を提供してい

ますが、就学前児童と小学生の保護者へのアンケート（15 ページからを参照）では、安心

して子育てするための取組として、こどもたちが安心して遊んだり勉強したりすることが

できる場や仕組みづくりのほか、子育ての環境等に関する自由記述としての意見としても、

遊具が多く、安心して遊ぶことができる場が求められています。 

 

イ 施策の方向性 

【人権・権利】 

●一人ひとりを大切にするまちづくりを進める中で、学校などのあらゆる場面において、こ

どもの権利について理解を深めるための取組や、人権尊重の意識を高める人権啓発活動を

推進します。 

【集いの場・ふれあいの場・遊びの場】 

●乳幼児期の児童や小学生を中心に、認知的・社会情動的な能力を育むため、安心して遊び、

体験し、学べる環境や機会提供を推進するとともに、今後の遊び場のあり方について検討し

ます。 

●子育て家庭が気軽に訪問でき、親や子、地域との交流により情報交換や相談などが行える

集いの場やふれあいの場づくりを推進します。 
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⑬中学生リーダー養成

講座、光ジュニアクラ

ブ活動の支援 

地域社会の様々な行事や活動に参加し、野外活動

やレクリエーション等、集団体験活動を通じて、他校

の生徒との親睦や友情を育み、地域社会との関わり

を深めて自己の向上を図ります。 

文化・社会教育課 

⑭こどもの遊び場とな

る公園等の安全確保 

乳幼児期の児童や小学生とその家族をはじめ、誰

もが利用しやすく安心して遊べるよう、公園等の美

化や施設点検等を実施します。 

都市政策課 

⑮こどもの遊び場とな

る都市公園の計画的な

改修 

光市公園施設長寿命化計画に基づき、老朽化した

施設や遊具等の改修を図り、安全で快適な遊び場の

確保に努めます。 

都市政策課 

⑯子育てサークル等の

育成と支援 

プレママ（母親教室）等により、子育てサークルの

育成を行うとともに、活動の活性化に向けた各種支

援を展開してサークル間の交流を促進します。 

こども政策課 

こども家庭課 

⑰子育て支援の「わ」事

業の実施 

幼稚園・保育所等を地域における子育て支援の核

と位置づけて園や園庭を開放し、乳幼児期の未就園

児やその保護者に交流の場を提供するとともに、児

童の成長発達などの相談に応じます。 

こども政策課 

⑱放課後児童クラブ

（サンホーム）の運営 

保護者が就労等により昼間は家庭にいない小学生

に、適切な遊びや生活の場を提供し、心身の健全育成

を図るとともに、子育てと仕事の両立を支援します。 

文化・社会教育課 

⑲放課後子ども教室の

開催 

地域ボランティアの参画を得ながら、学習、スポー

ツ、文化活動、地域との交流活動等を実施し、小学生

の安全・安心な居場所を設け、こどもたちの豊かな人

間性を育みます。 

文化・社会教育課 

⑳地域コミュニティ活

動の充実 

各地域で展開されるコミュニティ活動・行事に、こ

どもから高齢者までの多様な世代が参加しやすい環

境づくりを進め、地域への愛着やつながりを深めま

す。 

地域づくり推進課 
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個別施策２ こどもの権利侵害の防止 

ア 現状と課題 

【児童虐待防止・ヤングケアラーへの支援】 

全国的に児童虐待の相談対応件数が増加するなど、子育てに困難を抱える世帯がこれま

で以上に顕在化している状況にあります。このため、国においては、子育て世帯に対する包

括的な支援のための体制強化を行うとともに、家族の介護など日常生活上の世話を過度に

行っているヤングケアラーの問題については、福祉、介護、医療、教育等の関係者が連携し

て、早期の発見や把握に努めていくこととしています。 

  こうした中、本市では、近年の社会背景を踏まえ改正された児童福祉法に基づき、令和６

年度より、子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援センターを兼ね備えた「子ども相

談センターきゅっと」の機能を維持した上で組織を見直した「こども家庭センターきゅっと」

を設置し、児童福祉と母子保健の両機能をそれぞれの専門性を活かした一体的な組織とし

て運営し、全ての妊産婦や子育て世帯、児童に対して、切れ目なく、漏れなく対応すること

を目指し、相談支援体制を強化しました。 

  なお、令和６年に子ども・若者育成支援推進法が改正され、地方公共団体等が各種支援に

努めるべき対象にヤングケアラーが明記されるとともに、青年期においても、具体的な支援

の段階での中心的な役割を果たしていくことが市町村に期待されることとなったため、本

市においても、青年期のヤングケアラーへの対応について検討していく必要があります。 

【自殺対策・犯罪などから守る取組】 

全国的に小学生や思春期の児童の自殺者数が増加傾向にある状況の中、国においては、自

殺リスクの早期発見や相談体制の整備を進めるとともに、こどもを犯罪から守るために、発

達の程度に応じた体系的な安全教育を推進することとしています。 

こうした中、本市においては、こどもや若者への支援を重点施策の一つに掲げた「光市自

殺対策計画」を令和２年３月に策定し、児童や若者の様々な課題に対し、切れ目のない支援

を総合的に推進している中、近年は自殺者が少ない状況となっています。 

また、犯罪などから守る取組についても、見守り活動や防犯灯の設置等を支援するととも

に、犯罪や事故の未然防止、青少年の非行防止などこどもの安全確保に努めていますが、

全国的には、刑法犯の少年の検挙・補導人員が令和４年から増加傾向にあることから、本

市においても、引き続き、学校、家庭、地域、警察等と連携した取組を継続していく必要が

あります。 
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⑦きゅっとサポーター

の配置 

家庭環境が原因で日常生活に支障をきたす児童が

いる家庭に対し、アウトリーチで家庭支援を行い、送

迎支援（通園・通学）や学習へのサポート、家庭での

相談等を実施します。 

こども家庭課 

⑧ヤングケアラーの支

援 

学校等関係機関と連携し、ヤングケアラーについ

て正しい理解を図るための啓発を行うとともに、ヤ

ングケアラーと思われるこどもに対しては、本人や

家族を必要な支援につなぐ体制づくりに努めます。 

こども家庭課 

⑨ＤＶ等相談体制の充

実 

配偶者からの暴力に対する相談を受けるととも

に、必要に応じて、適切な関係機関との連絡調整等を

行います。 

福祉総務課 

⑩専門家による教育相

談の実施 

幼稚園や保育所などの園児や小・中学生及び高校

生の家庭及び学校生活における悩みや不安のある本

人・保護者等を対象に、スクールソーシャルワーカー

による面接相談を行います。 

文化・社会教育課 

⑪ヤングテレホンひか

りの運営 

多様化するこどもの問題に対応するため、小・中学

生及び高校生とその保護者等を対象に、悩みや問題

解決の糸口をつかむことを目的に、電話相談やメー

ル相談対応を行います。 

文化・社会教育課 

⑫スクールライフ支援

員事業の実施 

学校や保護者のニーズに応じて支援員を学校や家

庭に派遣し、不登校や集団への不適応の状態にある

小・中学生の学校復帰や将来の社会的自立に向け、個

に応じた支援を行います。 

学校教育課 

⑬スクールカウンセラ

ー派遣事業の実施 

不登校、いじめ、問題行動等に関する様々な教育相

談について、スクールカウンセラーを派遣し、小・中

学生と保護者の心身の健康を保持するためのカウン

セリング等を実施します。 

学校教育課 

⑭子ども環境クリーン

アップ活動の実施 

山口県青少年健全育成条例に基づき、図書類取扱

業者における有害図書の区分陳列や、深夜営業店に

おける青少年の入店規制などについて、立入巡回点

検及び指導を行います。 

文化・社会教育課 

⑮消費生活支援事業の

実施 

小学生や成年年齢18歳引き下げによる高校生を対

象とした出前講座を実施し、若年層への消費者意識

を高め、こどもに関わる悪質商法等の情報発信を行

うなど、トラブルの防止を図ります。 

生活安全課 

⑯メロディパトロール

の実施 

小学校低学年の下校時にあわせ、青色回転灯を備

えた公用車でメロディを流しながら巡回し、児童の

安全確保と市民の意識啓発を図ります。 

文化・社会教育課 

⑰周南広域校外補導連

絡協議会の活動支援 

周南広域圏（光市・下松市・周南市）の学校外にお

ける小・中学生の生活指導や見守り（補導）活動を行

い、小・中学生及び高校生の健全育成を図ります。 

文化・社会教育課 

⑱青少年補導委員連絡

協議会の活動支援 

長期休業中や市行事開催時などに各地区における

巡回見守り（補導）活動を行い、小・中学生の非行防

止及び青少年の健全育成を図ります。 

文化・社会教育課 

⑲校外補導連盟の活動

支援 

長期休業中や市行事開催時など、学校外における

小・中学生の生活指導や見守り（補導）活動を行い、

小・中学生及び高校生の健全育成を図ります。 

文化・社会教育課 

  

－ 56 －



－ 57 －



個別施策１ こどもや子育て家庭への医療・健康の支援 

ア 現状と課題 

【母子などの健康管理】 

妊娠前から妊娠期、出産にかけては、特に父母の不安を解消し、母子の健康の保持や増進

が重要であるため、国においては、妊娠や出産に関する相談体制の強化や、産前産後からの

継続的な支援を提供できる体制の構築などを進めることとしています。 

こうした中、本市では、恵まれた産科・小児医療体制のもと、医師会や歯科医師会など関

係機関との連携により、妊産婦や乳幼児に対する健康診査や予防接種などの健康管理体制

の充実を図るとともに、妊娠時から出産・子育てまで一貫した伴走型相談支援の充実、保健

指導や栄養指導、母親教室等による正しい知識や情報共有など、切れ目のない総合的な母子

保健活動を展開しています。また、心身ともに不安定になりやすい産前や産後の母子に対し

て心身のケアや育児サポートを早期から行うことで、産後うつの予防、育児不安の軽減など

安心して子育てができる支援体制を強化しました。 

こうした取組のもと、就学前児童と小学生の保護者へのアンケートでは、「妊産婦や乳幼

児に対する健康診査や予防接種などの健康管理体制の充実」が子育て支援に対する満足度

の項目の中で最も高くなっていますが、重要度は８割を超えていることから、引き続き、健

康管理体制を充実していく必要があります。 

【訪問・相談・見守り】 

こどもの保護者や養育者にとって、出産の前と後では、生活環境が大きく変わるため、妊

産婦や乳幼児を対象とした健診や相談対応などの重層的な支援が必要です。そのため、国に

おいては、医療と母子保健の連携の推進や産後ケア事業の提供体制の確保など、産前と産後

の支援の充実と体制強化を行うこととしています。 

こうした中、本市においては、乳児のいる全ての家庭への母子保健推進員や保健師等の訪

問、育児相談等により、支援が必要な家庭を把握し、保健師や臨床心理士等によるアウトリ

ーチ型の支援につなげているところですが、今後も、健診の機会などを捉えて、親になるこ

とへの不安や悩みを軽減するための相談・支援を推進していく必要があります。 

【食育の推進】 

こどもが生涯にわたって健全な心身を培い、豊かな人間性を育むため、国は国民運動であ

る「健やか親子 21」の普及啓発をはじめ、食に関する情報や知識、伝統や文化等を理解す

る食育活動を推進するほか、学校給食における地場産物等の使用の促進や学校給食の充実

などを推進していくこととしています。 

 こうした中、本市においても、こどもに対する食育は、心身の成長や人格の形成に大きな

影響を及ぼすものであり、保護者の生活習慣がこどもに影響している可能性があることか

ら、食の始まりである母乳育児の推進や離乳食・幼児食の啓発を行い、家庭をはじめ、幼稚

園・保育所や学校における食育など児童の成長に応じた食育の推進に努めました。 

 こうした取組のもと、令和６年に実施した健康・食育に関する市民アンケートでは、小・

中学生と高校生の約９割が「朝食を毎日・ほとんど毎日食べる」と回答しており、引き続き、

家庭への食育の普及や家庭や学校が連携した食育を推進していく必要があります。 
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⑫産前・産後サポータ

ー派遣事業の実施 

日中に支援者がおらず、不安や悩みを抱えている

妊産婦の家庭に、産前・産後サポーター（ヘルパー

等）を派遣し、相談を行うとともに、育児や家事を直

接支援します。 

こども家庭課 

⑬養育支援訪問事業の

実施 

【再掲】 

子育てに対し不安や孤立感等を抱える家庭や虐待

の恐れがある家庭など、支援が必要とされる家庭に

対し、保健師や助産師、臨床心理士等が訪問し、適切

な支援を行います。 

こども家庭課 

⑭子育て支援センター

（チャイベビステーシ

ョン）の運営【再掲】 

地域の児童環境づくりにおける子育て支援の中核

的な施設として、子育て中の保護者同士が気軽に相

談や情報交換ができる場の提供や、育児の負担感や

不安感の軽減を図ります。 

こども政策課 

⑮育児相談・のびのび

相談の実施 

育児相談では、保護者の育児不安の軽減やこども

の健やかな成長発達を促します。発達について心配

な場合は、臨床心理士によるのびのび相談を行いま

す。 

こども家庭課 

⑯すくすく教室の実施 

（発達支援学級） 

幼児相談や幼児健康診査後に、要経過観察であっ

た家庭に対し発達を支援していく教室を開催し、幼

児の発育・発達の促進や保護者への相談等を行いま

す。 

こども家庭課 

⑰５歳児発達相談事業

の実施 

発達の気になる幼児を対象に相談会を開催するこ

とで、発達障害の早期発見・早期支援のシステムを確

立し、こどもの育ちを支援します。 

こども家庭課 

⑱妊婦歯科健康診査の

実施 

マイナス１歳からの予防歯科を進めるため、妊婦

を対象に市内歯科医療機関に委託し、問診・歯科健

診・健診結果判定・歯科保健指導等を妊娠期間中に１

回行います。 

こども家庭課 

⑲親子でハッピー歯科

健康診査の実施 

１歳６か月児歯科健康診査を歯科医療機関で受診

する際、保護者も同時に歯科健診を受診することで、

家族のむし歯予防の意識を高めます。 

健康増進課 

 

⑳歯科保健事業の実施 

むし歯予防を踏まえた食生活習慣の指導や育児相

談等での個別歯みがき指導、幼児健康診査での歯科

健診、保育所等での歯科指導など、乳幼児期の児童の

発達に応じた歯科保健事業を行います。 

健康増進課 

㉑歯科相談の実施 

むし歯を予防するために、歯科衛生士による歯の

健康管理及び口腔機能向上に関する個別相談を行い

ます。 

健康増進課 

㉒乳児の適切な栄養指

導の実施 

食育のはじまりとなる乳児期に、栄養の正しい知

識の普及啓発を図るとともに、個々の母子の状態を

踏まえ、乳児に適切で愛情豊かな授乳ができるよう

支援に努めます。 

こども家庭課 

健康増進課 

㉓プラス葉酸☆人生最

初の 1,000 日応援事業

の実施 

妊娠を希望する方と妊婦を対象に、胎児の先天的

な神経管閉鎖障害や妊娠期の貧血等の予防に必要な

栄養素「葉酸」サプリメントの配布及び食生活指導を

実施します。 

こども家庭課 
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㉔食生活改善推進協議

会による食育推進 

食生活改善推進員は、健康教室や男性料理教室等

の開催、学校での食育活動等を通して、望ましい食習

慣の実践と定着を図り、食を通じた生涯にわたる健

康づくりを目指します。 

健康増進課 

㉕光の恵みde朝ごはん

事業の実施 

市と部員の双方がＳＮＳを活用することにより、

朝食やバランスの良い食事など適切な食生活の啓発

に努めます。 

健康増進課 

㉖離乳食教室の実施 

離乳食に関する正しい知識の啓発や育児相談・指

導を実施することにより、保護者の育児能力の向上

に努めます。 

こども家庭課 

健康増進課 

㉗チャイベビ食育事業

の実施 

子育て支援センターの利用者を対象に、食育をテ

ーマとした親子クッキングの開催や食育絵本の提供

などを通じて、乳幼児期の児童の保護者の食育への

関心の向上を図ります。 

こども政策課 

㉘学校給食における地

産地消の推進 

地域の産物への理解や生産者への感謝の気持ちを

育むなどの食育の推進を図るため、地場産食材の積

極的な使用に努めます。 

学校給食センター 

㉙学校における特色あ

る食育事業の実施 

小・中学生が地域の食文化や望ましい食習慣につ

いて学ぶことができるよう、栄養教諭等による学校

巡回指導などを行い、「食」への関心を高め、望まし

い食生活の実現を目指します。 

学校教育課 

㉚食育相談の実施 

こどもから高齢者までの健全な食生活の実践を支

援するため、電話・来所・メール等による相談を行い

ます。 

健康増進課 

㉛周産期医療体制の充

実 

地域医療機関や周産期母子医療センター等との連

携を図り、安全・安心に妊娠・出産・育児期を過ごせ

るよう妊産婦や乳幼児期の児童の支援に努めます。 

こども家庭課 

健康増進課 

㉜小児救急医療体制の

充実 

医師会等と連携し、小児救急医療体制の充実を図

ります。 

こども家庭課 

健康増進課 

㉝母子手帳アプリ事業

の実施 

アプリを通じた子育て支援情報等の発信、ＡＩコ

ンシェルジュとの連携により、子育てに関する疑問

や相談に速やかに対応するとともに、子育てに関す

る記録や通知のデジタル化を推進します。 

こども家庭課 

㉞子育て情報の充実 

子育て情報誌やホームページにおいて、ライフス

テージに応じた情報を総合的に掲載するとともに、

適時に更新することで、子育て支援の取組などの積

極的な情報発信を図ります。 

こども政策課 
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個別施策２ こどもや子育て家庭への教育、保育の充実 

ア 現状と課題 

【乳幼児期の教育・保育事業】 

乳幼児期の教育・保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培うために重要なものであるた

め、国においては、特別な配慮を必要とするこどもを含めた一人ひとりの健やかな成長を支

えていくとともに、安全で安心な環境の中での幼児教育・保育の質の向上や、学びの連続性

を踏まえて小学校教育との円滑な接続の改善を図っていくこととしています。 

こうした中、本市では、保育士の業務負担の軽減に関する継続的な支援や、園児と向き合

った保育時間の確保の支援を行うとともに、外国にルーツをもつ児童や障害のある児童の

受入れ、気になる園児への支援などの教育や保育を受ける平等な機会の確保を進めました。 

一方、就学前児童の保護者へのアンケートでは、フルタイムで就労している母親の割合は、

女性の社会進出などを背景に平成 30 年と令和５年を比べて約 12 ポイント増加しており、

現在、３歳未満児の保育所の入所について、希望される全ての家庭を受け入れることが難し

い状況です。今後、少子化により乳幼児の数も逓減していくことが見込まれていることから、

こうしたバランスを見極めながら、市全体の教育や保育の供給の補完機能として位置付け

ている公立の幼保施設のあり方について検討していく必要があります。 

【学童期・思春期の教育】 

学童期や思春期は、身体と心が大きく成長し、自己肯定感や道徳性、社会性などを育む時

期であるため、国においては、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実や、コミュニ

ティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な推進による地域とともにある学校づくり、地

域の実情に応じて、部活動の地域連携や地域移行に向けた地域のスポーツ・文化芸術環境の

整備などを進めることとしています。 

こうした中、本市では「第２次光市教育大綱」や「第２次光市教育振興基本計画」に基づ

き、「連携と協働」の視点に立つ社会総掛かりによる人づくりの実現を目指し、学校と家庭、

地域が一体となったコミュニティ・スクールを基盤とした小中一貫教育を要として、こども

たちの「学び」と「育ち」をつなぐ、幼保、小・中、高等学校の連携・協働教育を推進して

います。 

また、学校部活動の地域移行については、活動場所への移動の支援や保護者負担のあり方、

移行後の組織や環境整備など、令和８年度の本格運用に向けて、関係機関と連携して対策等

を検討していく必要があります。 

【居場所づくり】 

全国的に、小・中学生が相互に人格と個性を尊重しながら、安全に安心して過ごせる居場

所づくりが求められているため、国においては、こどもの居場所の新たな設置や、乳幼児期

の児童や小学生が利用している児童館やコミュニティセンター、図書館などの地域の公共

施設などについて居場所としての機能向上、放課後児童クラブの受け皿の整備を着実に進

めることとしています。 

こうした中、本市の放課後児童クラブは、放課後や週末等に安全で安心なこどもの居場所

として、小学生が心豊かで健やかに成長するための環境づくりを推進するとともに、適切な
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管理や運営に努め、待機児童ゼロを維持しています。 

児童館については、市内の児童を対象とした児童厚生施設として昭和 55 年に建設しまし

たが、老朽化が進み、利用者数も減少を続けていることから、今後のあり方について検討し

ていく必要があります。 

【思春期保健・成年年齢を迎える前に必要な知識に関する教育】 

思春期は、性的な成熟が始まることに伴って心身が変化するとともに、他者や社会との関

わりの中で、自分の存在の意味や価値、役割を考えていく時期であるため、国においては、

性と健康に関する教育と普及啓発や、予期せぬ妊娠や性感染症等への適切な相談支援等を

進めるとともに、主権者教育の推進、仕事やロールモデルに触れる機会、社会人や乳幼児と

の交流機会の創出などに取り組むこととしています。 

こうした中、本市では、「おっぱい都市宣言」のまちとしての独自的な取組として、中学

生を対象に、妊娠のメカニズムや性感染症についての知識の習得、妊婦体験や乳幼児との触

れ合いの機会を一連のカリキュラムとした事業を実施しており、現在、本市の中学生の約９

割が「赤ちゃんのことが好き」と回答しています。 

また、５月 31 日を「雇用の日」と位置付けて、中学生を対象に、働くことのやりがいや

楽しさを伝えるとともに、市内の事業所などを周知することなどを目的に、起業者や市内の

事業者などによる講演会を実施するなど、社会人としてのライフデザインを考えるための

一助となる取組を進めています。 

一方で、市内の中・高校生からのＷｅｂアンケートによると、学生の約４割が将来や進路

のことで悩んでいることから、引き続き、働くことの魅力や意義を発信し、自らが将来を考

えることができる機会を確保していくことが必要です。 
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イ 施策の方向性 

【乳幼児期の教育・保育事業】 

●女性の社会進出などによる低年齢からの保育ニーズの高まりや、今後の少子化の進行な

どを見極めながら、市全体として幼児教育や保育の適正な供給規模の確保に努めます。 

●公立幼保施設については、市全体における供給の量的な補完機能として、将来的なあり方

を検討するとともに、幼児教育・保育の質の向上のための研究機能として、外国にルーツを

もつ児童や障害のある児童、医療的な行為が必要な児童などへの対応について研究を進め

ます。 

【学童期・思春期の教育】 

●夢と希望にあふれ未来へ輝く光っ子の育成を目指し、コミュニティ・スクールを基盤とし

ながら、義務教育９年間のつながりをより重視した「小中一貫教育」を推進します。また、

小中一貫教育における教育効果を高めるため、施設一体型による小中一貫教育の具現化を

推進します。 

●部活動の地域移行については、国の示す「改革推進期間（令和５年度から令和７年度）」

の３年間を目途に、地域スポーツ・文化芸術環境整備のための取組を重点的に行い、令和８

年度中の学校部活動の地域移行の実現を目指します。 

【居場所づくり】 

●放課後や週末等における安全で安心な小・中学生の居場所づくりに努めるとともに、地域

主体で行われているこども食堂の後方支援のあり方について検討します。また、引き続き、

放課後児童クラブの適切な管理・運営に努め、待機児童ゼロを継続します。 

【思春期保健・成年年齢を迎える前に必要な知識に関する教育】 

●生命の大切さや、こどもを産み育てることの意義や喜び、乳幼児とのふれあい・交流体験

など一連の学習を通して、将来、こどもを産み育てることを肯定的に捉え、希望を持った次

代の親の育成を目指します。 

●中・高校生に対して、将来の職業選択に向けて、市内事業所の紹介や地元で働くことの意

義などについて発信するとともに、インターンシップを受け入れる環境を整備し、本市での

職業や職場を体験する機会を拡大することで、キャリアやライフデザインの構築を促進し

ます。 
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⑫公立幼保施設の再編 

市全体における幼児教育・保育の量的な補完機能

や幼児教育・保育の質の向上のための研究機能など

の役割を果たしながら、縮充の観点から、将来の施設

の姿について検討を進めます。 

こども政策課 

⑬連携・協働教育推進

事業の推進 

幼保、小・中学校における学校間・校種間連携を密

にした取組を進めるとともに、コミュニティ・スクー

ルの仕組みを活かした高等学校との連携を推進しつ

つ、系統性のある連携・協働教育を推進します。 

学校教育課 

⑭夢の実現に向け志を

抱かせるキャリア教育

の推進 

職場見学や職場体験、学校・家庭・地域が企業等と

連携したキャリア教育を推進し、社会的・職業的自立

に向けた意欲・態度等の育成を図ります。 

学校教育課 

商工振興課 

⑮イングリッシュプラ

ン光事業の実施 

グローバル化の進展に対応する英語教育を展開

し、英語を積極的に使おうとする態度や英語を用い

たコミュニケーション能力の育成を図ります。 

学校教育課 

⑯海外派遣事業の実施 

中学生が外国でのホームステイによる生活体験を

通して交流を深めるとともに、生活、習慣、文化、語

学等幅広い知識を身につけることにより、国際感覚

の育成を図ります。 

教育総務課 

⑰次世代型コミュニテ

ィ・スクールの充実 

学校・家庭・地域が９年間を見通した教育目標等を

共有しながらこどもたちを育む次世代型コミュニテ

ィ・スクールを要とした連携・協働教育を推進しま

す。 

学校教育課 

⑱地域学校協働活動推

進事業の実施 

各中学校区に地域学校協働活動推進員（統括コー

ディネーター）を配置し、学校・家庭・地域が連携、

協働し、小・中学生の学びや育ちを地域ぐるみで見守

り、支援します。 

文化・社会教育課 

⑲中学校部活動改革推

進事業の実施 

学校部活動の地域移行に向け環境や体制を整備す

るとともに、地域クラブ活動団体や指導者の確保を

促進するための支援を行います。 

部活動改革推進室 

⑳スクールライフ支援

員事業の実施 

【再掲】 

学校や保護者のニーズに応じて支援員を学校や家

庭に派遣し、不登校や集団への不適応の状態にある

小・中学生の学校復帰や将来の社会的自立に向け、個

に応じた支援を行います。 

学校教育課 

㉑スクールカウンセラ

ー派遣事業の実施 

【再掲】 

不登校、いじめ、問題行動等に関する様々な教育相

談について、スクールカウンセラーを派遣し、小・中

学生、保護者の心身の健康を保持するためのカウン

セリング等を実施します。 

学校教育課 

㉒不登校未然防止・早

期対応等の取組の充実 

生活面で困っている様子や不登校の兆候が見られ

た際に、学校、家庭への社会福祉士の派遣や多様な学

びの場の提供など、組織的な支援体制により、不登校

の未然防止・早期対応の取組を実施します。 

学校教育課 

㉓光っ子教育サポート

事業の実施 

小・中学校に光っ子サポーターを配置し、個別の配

慮を要する小・中学生へのきめ細かな指導体制を充

実させるとともに、学級の安定化を図ります。 

学校教育課 
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㉔いじめ問題への対応 

光市いじめ問題対策協議会と光市いじめ問題調査

委員会を設置し、光市いじめ防止基本方針及びいじ

め防止に向けた学校基本方針に基づく全校体制によ

るいじめ防止を推進します。 

学校教育課 

総務課 

㉕きゅっとサポーター

の配置 

【再掲】 

家庭環境が原因で日常生活に支障をきたす児童が

いる家庭に対し、アウトリーチで家庭支援を行い、送

迎支援（通園・通学）や学習へのサポート、家庭での

相談等を実施します。 

こども家庭課 

㉖こども食堂の支援 

こども食堂への運営支援等を行っている社会福祉

協議会をはじめとした関係機関と連携し、後方支援

のあり方について検討します。 

こども家庭課 

㉗コミュニティセンタ

ーの運営 

子育てサークルや親子で気軽に利用できる場を提

供し、集いやふれあいの場づくりを支援します。 

地域づくり推進課 

㉘放課後児童クラブ

（サンホーム）の運営 

【再掲】 

保護者が就労等により昼間は家庭にいない小学生

に、適切な遊びや生活の場を提供し、こどもの健全育

成を図るとともに、子育てと仕事の両立を支援しま

す。  

文化・社会教育課 

㉙ふれあい促進事業の

実施 

中学生に、障害のある人及び支援者とのふれあい

体験を通して、心のバリアフリーや共生社会につい

て啓発します。 

福祉総務課 

㉚未来のパパママ応援

事業の実施 

中学生を対象に、助産師による講義や赤ちゃんや

園児との触れ合いなどを通じて、親となることへの

肯定を促進するとともに、自らのライフデザインを

描くための意識の啓発に取り組みます。 

こども政策課 

㉛思春期保健事業の実

施 

小・中学生や高校生への性教育の出前講座を行い、

生命の大切さや正しい性知識を深めます。 

こども家庭課 
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③保育料の軽減 

子育て家庭の経済的負担を軽減するため、保育所

や認定こども園において、３歳未満の入所児を対象

に、利用料を同一世帯内の所得や児童数に応じて軽

減します。 

こども政策課 

④児童手当の支給 

子育て家庭における生活の安定や児童の健全育成

を図るため、児童を養育している保護者を対象に、児

童手当を支給します。 

こども政策課 

⑤乳幼児医療費の助成 

全ての子育て家庭が安心してこどもを産み育てる

ことができる環境を整備するため、市独自で県制度

の所得制限を撤廃し、乳幼児期の児童の医療費を助

成します。 

こども政策課 

⑥子ども医療費の助成 

こどもの医療分野におけるセーフティネットを構

築するため、小学生や思春期の児童の医療費を所得

状況にかかわらず助成します。 

こども政策課 

⑦不妊・不育症治療費

の助成 

こどもを産み育てやすい環境づくりを推進するた

め、不妊治療又は不育症治療を受けている夫婦に対

して、治療費の一部を助成し、経済的負担の軽減を図

ります。 

こども家庭課 

⑧未熟児養育医療費の

給付 

未熟児の生後において適切な処置を講じることで

健康の保持や増進を図るため、入院養育に係る医療

費などを給付します。 

こども政策課 

⑨予防接種の実施 

【再掲】 

全てのこどもが健やかに成長できるよう、乳幼児

期から青年期までにわたって計画的な予防接種を推

進し、感染症の予防や症状の軽減、病気の蔓延を防ぎ

ます。 

健康増進課 

⑩助産施設への入所 

経済的な理由により、入院助産を受けることが困

難な妊産婦を助産施設に入所させ、安全な出産を図

ります。 

こども家庭課 

⑪就学援助・特別支援

教育就学奨励費の支給 

経済的な理由により、小・中学校への就学が困難な

こどもの保護者に、学用品費や給食費などの援助を

実施します。 

教育総務課 

⑫奨学金の貸付による

修学支援の実施 

向学心に富み、有能な資質を持つにもかかわらず、

経済的理由により、修学が困難な高校生や大学生等

に対し、学資の貸付けを行い、修学の機会を確保しま

す。 

学校教育課 

⑬多子世帯の国民健康

保険税の減免 

多子世帯の負担軽減を図るため、児童が３人以上

いる世帯の３人目以降の均等割額を減免します。 

市民課 

⑭産前産後期間の国民

健康保険税の減額 

子育て世帯の負担軽減を図るため、出産被保険者

に係る産前産後期間（単胎：４か月間・多胎：６か月

間）の均等割額及び所得割額を減額します。  

市民課 
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個別施策２ 困難な状況にあるこどもや子育て家庭への支援 

ア 現状と課題 

【こどもの貧困対策】 

令和３年の国民生活基礎調査によると、全国における 17 歳以下の貧困率は約 12％となっ

ています。また、令和５年度に県が公立の小学５年生と中学２年生とその保護者を対象に実

施した「子どもの生活実態調査」によると、県内の小・中学生の状況として、世帯収入が減

少するに従って勉強時間や部活動の参加割合が減少しており、学校生活と家庭生活のいず

れも満足度が減少している傾向があることが分かりました。 

こうした中、本市では、幼児教育の無償化などの「教育支援」や児童手当の着実な推進な

どの「経済的支援」といった国と連携した取組のほか、「こども家庭センターきゅっと」を

中心とした困難を抱えた子育て家庭の支援などの「生活の安定に資する支援」などに取り組

んでいますが、今後とも、貧困や貧困の連鎖によってこどもたちの将来が閉ざされることが

ないよう、貧困を解消し、貧困の連鎖を断ち切るための取組を進めていく必要があります。 

【ひとり親家庭への支援】 

ひとり親家庭は、令和３年における全国の貧困の状態にある世帯の割合は約 45％と、大

人が２人以上いる世帯の約９％に比べて多くなっているなど、経済面の不安をはじめ、こど

もの養育などの問題を抱えることが少なくないことから、国においては、経済的支援や様々

な課題にワンストップで必要な支援につなげる相談支援体制の強化などを進めることとし

ています。 

こうした中、本市では、ひとり親に対する就労支援など保護者に対する職業生活の安定と

向上に向けた「就労支援」や児童扶養手当の着実な推進などの「経済的支援」、また、新型

コロナウイルス感染症の影響を受けているひとり親家庭を支援するための給付金の支給と

いった国と連携した取組を推進したほか、母子父子自立支援員による相談支援などにも取

り組んでいますが、就学前児童と小学生の保護者へのアンケートにおいて、ひとり親の世帯

収入は、ふたり親に比べて低い傾向にあり、引き続き、ひとり親家庭の親子が安心して生活

できるような環境の整備が求められています。 

【虐待を受けたこどもへの支援】 

虐待を受けたこどもやその家庭への支援には、教育・福祉・医療など多くの専門家の関わ

りが不可欠です。そのため、国においては今後、新たな認定資格である「こども家庭ソーシ

ャルワーカー」などの専門資格の取得促進に取り組むこととしています。 

こうした中、本市では、「こども家庭センターきゅっと」において、要保護児童対策地域

協議会を中心に、児童相談所や教育機関などと連携しながら、虐待を受けたこどもに対する

支援を行っていますが、虐待の認定件数は増加傾向にあり、今後も、虐待の未然防止、早期

発見・早期対応を行っていくため、関係機関との連携を進めていく必要があります。 

【障害児支援・医療的ケア児等への支援】 

「誰一人取り残さない」持続可能な社会を目指していくため、障害の有無にかかわらず、

安心して共に暮らすことができる地域づくりを進めていく必要があります。 

そのため、国においては、障害児の支援体制の強化や保育所等におけるインクルージョン
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の推進、医療的ケア児などの専門的支援が必要なこどもとその家族への対応のため、地域に

おける連携体制を強化することとしています。 

こうした中、本市では、障害のあるこどもの早期発見、早期療育を推進するため、保健・

福祉・教育の関係機関や専門的機関などとの連携や、障害児保育の充実などによる就学前教

育・療育の推進をはじめ、医療・訓練などを含めたきめ細かな支援に取り組んでいますが、

障害のあるこどもや医療的行為が必要なこどもが、社会の中で成長できる環境づくりに努

めていく必要があります。 

 

イ 施策の方向性 

【こどもの貧困対策】 

●こどもの現在及び将来が、その生まれ育った環境によって左右されることなく、全てのこ

どもが夢と希望を持って成長していけるよう、関係機関と連携し、状況に応じた生活や学習

の支援、保護者の就労支援等の実施を検討します。また、地域団体が実施するこども食堂な

ど居場所づくりの後方支援のあり方について検討します。 

【ひとり親家庭への支援】 

●ひとり親家庭の生活の安定や自立に向けて、県が策定する自立促進計画の定めるところ

により、県やハローワーク等の関係機関と、母子・父子自立支援員が連携し、相談支援を実

施します。 

【虐待を受けたこどもへの支援】 

●児童虐待への対応については、「こども家庭センターきゅっと」を中心に、母子保健機能

におけるポピュレーションアプローチによる虐待への予防的対応から、児童福祉機能にお

けるハイリスクアプローチにおいて子育てに困難を抱える家庭への支援を切れ目なく実施

します。また、虐待を受けたこどもに対しては、常にこどもの安全の確保を念頭に置くとと

もに、こどもの最善の利益を優先して、児童相談所をはじめとする関係機関と連携して対応

します。 

【障害児支援・医療的ケア児等への支援】 

●障害のあるこどもたちが住み慣れた地域で安心して生活していくため、一人ひとりに応

じた教育や相談、サービス供給など総合的な支援体制の充実に努めます。また、幼稚園や保

育所等で障害のある幼児に対してきめ細かな教育・保育を行うとともに、障害のある幼児の

受入れの促進、研修等による教育・保育担当者の資質の向上に努めます。 

●医療的ケア児の育ちと保育、生活の支援体制のあり方について検討します。 

  

－ 73 －



－ 74 －



⑬要保護児童対策地域

協議会の充実 

【再掲】 

 

虐待を受けているこどもをはじめとする要保護・

要支援児童の予防や早期発見・早期対応や支援を実

施するため、関係者の情報共有など連携体制を進め

ます。 

こども家庭課 

⑭児童虐待対策の強化 

【再掲】 

多様化する子育て家庭での問題や児童虐待に対応

できるよう、講演会や研修により、支援者等の専門性

の高い知識・実務の習得を図るほか、虐待防止の啓発

に努めます。 

こども家庭課 

⑮養育支援訪問事業の

実施 

【再掲】 

子育てに対し不安や孤立感等を抱える家庭や虐待

の恐れがある家庭など、支援が必要とされる家庭に

対し、保健師や助産師、臨床心理士等が訪問し、適切

な支援を行います。 

こども家庭課 

⑯子育て世帯訪問支援

事業の実施 

【再掲】 

家事・子育て等に対し、不安や負担がある子育て家

庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭を支援員が

訪問し、家事・子育て等の支援を行います。 

こども家庭課 

⑰子育て短期支援事業

（ショートステイ・ト

ワイライトステイ）の

実施 

【再掲】 

保護者の疾病や仕事等で家庭におけるこどもの養

育が一時的に困難となった場合や児童自身が一時的

に保護者と離れることを希望する場合に、児童養護

施設等で児童及びその保護者を預ります。 

こども家庭課 

⑱きゅっとサポーター

の配置 

【再掲】 

家庭環境が原因で日常生活に支障をきたす児童が

いる家庭に対し、アウトリーチで家庭支援を行い、送

迎支援（通園・通学）や学習へのサポート、家庭での

相談等を実施します。 

こども家庭課 

⑲障害児保育・障害児

教育の実施 

幼稚園や保育所、認定こども園において、障害児を

預かり、教育や保育を受ける平等な機会を確保しま

す。 

こども政策課 

⑳障害児通所支援の利

用促進 

児童発達支援事業や放課後等デイサービス事業等

のサービスが適切に提供できるよう、関係機関との

連携に努めます。 

福祉総務課 

㉑障害児（者）家族サポ

ート事業 

（レスパイトサービ

ス）の実施 

ＮＰＯ法人と連携しながら、24 時間体制で障害児

（者）を一時的に預かり、家族の負担軽減を図りま

す。 

福祉総務課 

㉒自立支援医療（育成

医療）の給付 

身体に障害のある児童または将来障害を残すと認

められる疾患がある児童が、その障害を除去・軽減す

る効果が期待できる手術等の治療費を助成します。 

福祉総務課 

㉓軽度・中等度難聴児

補聴器購入費等助成の

実施 

軽度・中等度難聴児の言語能力の健全な発達を支

援するため、補聴器の購入、更新又は修理に係る費用

を助成することで、補聴器の早期導入を図ります。 

福祉総務課 

㉔小児慢性特定疾病児

童日常生活用具の給付 

小児慢性特定疾病児童の生活の便宜を図るため、

日常生活において必要となる用具を給付します。 

福祉総務課 
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個別施策３ 青年期の若者やその家族への支援 

ア 現状と課題 

【就労支援、雇用と経済的基盤の安定のための取組】 

青年期として位置付けられているおおむね 18 歳以降からおおむね 30 歳までの若者にお

いて、十分な賃金と働きやすい環境を提供することは極めて重要であるため、国においては、

若者が経済的な不安がなく、良質な雇用環境の下で、将来への展望を持って生活できるよう

地方創生を通じた支援に取り組むこととしています。 

こうした中、本市では、働くことに悩みを持つ若者などに、ハローワーク等の関係機関と

連携のもと、雇用に関する相談窓口の充実や情報発信の強化など、雇用の確保と就労の支援、

離職対策に努めてきました。また、移住希望者に対するライフスタイルの提案や移住後の

「まちの担い手」としての地域との関係性の構築のほか、青年期の障害者や要保護者への就

労の定着支援の充実に努めてきました。 

今後も、青年期の若者の安定した雇用に向けた支援の充実、魅力的な仕事の創出などを進

めていく山口県をはじめ関係機関と連携し、雇用の確保と安定に加え、「働き方改革」にお

ける普及啓発に努めていく必要があります。 

【結婚を希望する方への支援、結婚に伴う新生活への支援】 

全国的に非婚化が進んでいる理由の一つに、結婚の意向があるにもかかわらず、適当な相

手にめぐり会えないことが挙げられていることから、国においては、出会いの機会の創出の

ほか、結婚に伴う新生活のスタートアップへの支援を推進することとしています。 

こうした中、本市ではこれまで、結婚を希望する若者を中心に、出会いの場の提供や結婚

に伴う新生活への支援の取組を実施し、その成果も踏まえながら、現在は県の「やまぐち結

婚応縁センター」等と連携を図りながら、出会いの場に関する情報発信などを行っています

が、令和５年に県が実施した意識調査によると「異性と知り合うきっかけがない」が結婚し

ない理由として最も多くなっていることから、今後も青年期の若者の多様な価値観や考え

方の変化を踏まえながら、引き続き、結婚を希望する人の視点に立った支援や情報が提供さ

れる環境づくりが求められます。 

【悩みや不安を抱える若者やその家族に対する相談体制の充実】 

令和４年の「こども・若者の意識と生活に関する調査」によると、全国の 15 歳から

39 歳までの人のうち約２％がひきこもり状態にあると推計されており、その約２割が７年

以上に及ぶ状態であるなど、期間が長期化する傾向があることから、国においては、ひきこ

もり状態にあるなど、悩みや不安を抱える若者やその家族に対する相談体制を充実させる

こととしています。 

こうした中、本市では、「しゅうなん若者サポートステーション」と連携した心理面での

支援を必要とする若者やその家族に対する就職相談のほか、人材の確保や育成、定着に向け

た取組を進める中小企業を支援するなど、若者の就労促進に努めています。また、ひきこも

りに関しては、令和２年度に実施した民生委員への聞き取り調査において、10 代や 20 代で

６か月以上にわたり自宅に引きこもっている状態などの方は確認できませんでしたが、ひ

きこもり状態が長期化すると、社会参加をより一層難しくする傾向があることから、早期に
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発見できる仕組みづくりを検討していく必要があります。 

 

イ 施策の方向性 

【就労支援、雇用と経済的基盤の安定のための取組】 

●関係機関との連携のもと、雇用に関する相談窓口や情報提供の充実に努めます。また、時

間や場所にとらわれない柔軟な働き方を推進するなど、雇用の確保と安定とともに、創業や

事業者が行うチャレンジなどの支援に努めます。 

【結婚を希望する方への支援、結婚に伴う新生活への支援】 

●結婚を希望する人が温かく幸せな結婚生活を実現できるよう、結婚に向けた最初のステ

ップとなる「出会いの場」に関する情報発信などに取り組みます。 

【悩みや不安を抱える若者やその家族に対する相談体制の充実】 

●青年期の若者が働くことへの悩みや不安を抱えている場合に、「しゅうなん若者サポート

ステーション」と連携した各種相談支援やサポートに努めるとともに、誰もが参加しやすい

コミュニティ活動やレクリエーションスポーツの推進などを通じて、地域における孤立感

の軽減に取り組みます。 

●ひきこもりの相談には、健康増進課や福祉総務課、「こども家庭センターきゅっと」など

が随時相談を受け付け、状況に応じて、社会福祉協議会をはじめ関係機関と連携して対応し

ます。 
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個別施策１ 地域の力の活用 

ア 現状と課題 

【こどもに対するまちぐるみの応援】 

国においては今後、企業や個人、地方自治体が「こどもまんなか社会の実現」に向けて、

それぞれが実践できる取組などをＳＮＳで発信していくよう促進するなど、少子化の危機

的な状況を理解してもらうための国民的な議論を起こしていこうとしています。 

こうした中、本市では、国の「こどもまんなか児童福祉週間」に合わせた幼保施設と園児

による手作りこいのぼりの掲揚や、地域ぐるみでこどもを育てる教育支援活動促進などを

通じて「こどもを社会のまんなか」に位置付けていく意識の醸成に努めているところです。

また、地域団体やボランティア、事業者などが中心となって就学前児童や小学生などに様々

な体験の場を提供するイベントの開催や、中・高校生が地域活動の担い手となっていくため

のボランティアの実施など、地域団体やボランティアの協力によって、こどもたちが地域の

中で学び、体験する場の提供を行っています。 

一方で、就学前児童と小学生の保護者へのアンケートにおいて、「おっぱい都市宣言」の

内容を知っている割合は、前回の調査時に比べていずれも低下していることから、本市にお

けるまちづくりの普遍不朽の理念を改めて周知していく必要があります。 

【子育て家庭に対するまちぐるみの応援】 

 家庭内において育児負担が女性に集中している現状を変えていくため、国においては、夫

婦が相互に協力しながら子育てすることを職場が応援し、地域社会全体で支援する社会づ

くりを推進することとしています。 

こうした中、本市では、こどもの誕生や成長に応じたボランティア団体の見守りや、乳幼

児期の児童や小学生の一時預かりや送迎など、子育て家庭の悩みや負担を地域ぐるみで軽

減する取組を進めてきました。また、令和６年度からは、県と連携して、社員の育休取得を

推奨し、働きやすい職場環境づくりの推進を宣言する事業者を応援するなど、育児休業にお

ける事業所の理解の促進に努めています。 

一方で、今後、部活動の地域移行などにより、中学生世代においても送迎のニーズが高ま

っていくことが予想されるため、これまで以上に地域の力も活用しながら、子育て家庭を支

えていく必要があります。 

 

イ 施策の方向性 

【こどもに対するまちぐるみの応援】 

●本市の児童が、こどもをまんなかにした地域社会との関わりを通じて、地域への感謝や愛

着を育み、人間性豊かな光っ子へ、そして若者から親へと成長するよう取り組みます。 

【子育て家庭に対するまちぐるみの応援】 

●子育て家庭、地域団体や企業など、全ての人が協働した取組を通じて、まち全体に子育て

の輪が広がる取組に努めます。 

●「おっぱい都市宣言」の普及・啓発を図り、「おっぱい育児」の推進によるまちぐるみで

の子育て意識の醸成を図ります。 
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第７章 本市の幼稚園、保育所の展望 

（公立幼保施設のあり方に関する基本的な考え方） 

 

１ これまでの経緯 

本市では、平成 26 年３月に「公立幼保施設のあり方に関する基本的な方針について」を策

定し、その後の約 10 年間における公立幼保施設のあり方についての基本的な方針を示して計

画的かつ適正な配置を進めてきました。 

まず、「市全体における幼児教育・保育の量的な補完機能」として、平成 30 年３月にさつ

き幼稚園とつるみ幼稚園を閉園し、公立幼稚園をやよい幼稚園に集約するとともに、令和６年

３月にはみたらい保育園を閉園したほか、４月から浅江東保育園と浅江南保育園の３歳以上

児童の定員を削減するなど、少子化に対応した施設の適正化を進めました。 

２点目に、「幼児教育・保育の質の向上のための研究的機能」として、障害のあるこどもの

受入れや気になるこどもへの支援として専門機関と連携を図り、保育を受ける平等な機会の

確保に努めるとともに、やよい幼稚園では隣接している小学校と昼休み間の交流を継続し、小

学校教諭の幼稚園での１年間にわたる研修の受入れなどにより、幼小の円滑な接続に向けた

モデル的な取組を進めました。 

３点目に、「子育て家庭への包括的相談支援機能」として、子育て家庭からの相談に応じる

ための園開放などの事業を行っており、令和６年度からは、保育士、保健師はもとより栄養士

にも相談できる独自的な体制を構築しました。さらに、平成 27 年度に設置した「子ども相談

センターきゅっと(現「こども家庭センターきゅっと」)」と連携して定期的な情報交換会を実

施するなど、社会問題となっている児童虐待の予防や早期発見に努めました。 

 

２ 公立幼保施設を取り巻く環境 

（１）小学校就学前児童の人口は減少傾向 

５ページに 30 歳以下の人口の推移を掲載していますが、小学校に入学する前の０～５歳

の人口は平成 12 年の 2,975 人から令和２年には 2,017 人に減少しています。 

  また、５年後の令和 11 年度における０～５歳の人口は、85 ページに掲載のとおり、令和

６年度の 1,829 人から 177 人減少し、1,652 人となる見込みです。 

 

（２）３歳未満児のニーズの高まり 

  ９ページに市内の幼保施設の利用状況を掲載していますが、公立幼保施設においても、と

りわけ保育所における３歳未満の児童の保育ニーズは高まっています。 

児童の受入れに当たっては、保育スペースの面積や配置する保育士の数が決められてい

るため、基準が厳しい３歳未満の児童の受入れが難しくなっています。 

こうした中、令和５年 12 月に国が策定した「こども未来戦略」では、１歳児に対する保

育士の配置基準について、現状の「児童６人につき保育士１人」から令和７年度以降の早期

に「児童５人につき保育士１人」に改善すると明記されており、今後は保育士の更なる確保

が必要です。 
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（２）老朽化や時代に適合できていない施設環境 

公立幼保施設は建設から 50 年近くが経過しており、老朽化が進んでいます。天井のコン

クリートが剥離して落下した事例もあり、児童の安全を確保するために、毎年、多額の修繕

費用が発生しています。 

また、人権や「誰一人取り残さない」ＳＤＧｓの視点が重要視される中、保育スペースに

トイレが無く、旧態依然とした構造の施設や、トイレの扉で指を挟む可能性が有る構造の施

設、建物や通路、保育スペースにわたって段差があり、乳幼児の移動に支障がある施設など、

全ての施設において構造が時代に適合できていない箇所が見られます。 

 

４ 公立幼保施設のあり方 

（１）今後果たしていくべき役割 

ア 市全体における幼児教育・保育の量的な補完機能 

これまで量的な補完機能や地域的な補完機能を担ってきましたが、人口減少や少子化が

進行する中で、今後も、私立園の動向を考慮しつつ、市全体として保育ニーズに対して適

切な供給を行っていくための調整の役割を担っていく必要があります。 

   

イ 幼児教育・保育の質の向上のための研究機能 

小学校と連携し、入学した児童がスムーズに学校生活に適応できるようにすることや、

個別の支援を小学校へ円滑につなぐことは、幼児教育・保育において重要な視点です。 

また“誰一人取り残さない”社会の構築に向けて、これまで以上に障害などによる支援

や医療的な行為が必要な児童の受入れを考えていくことが必要です。 

こうしたことから、今後も、児童を社会のまんなかに受け入れていくための課題研究や

モデル事業を実施するとともに、その成果を私立園へと波及させていくことが求められて

います。 

 

ウ 子育て家庭への包括的相談支援機能 

公立幼保施設を地域の子育て支援の核と位置づけて、園開放や「こども誰でも通園制度」

などを実施し、今後も、未就園児も含めた子育て家庭の不安や孤立の解消につなげていく

ための取組が必要です。 

また、「こども家庭センターきゅっと」や教育所管と連携しながら、虐待予防の取組や

５歳児発達相談や就学相談などを実施し、幼児期から学童期における一貫した支援を行っ

ていく必要があります。 

 

  

－ 98 －



（２）設置の方向性 

【公立園が目指す将来の姿】 

全国的に少子化が進行する中、本市においては、未就学児童数が今後も減少していく見

通しとなっている一方で、女性の社会進出が進んでいます。 

公立の幼保施設は、令和８年度から本格実施される「こども誰でも通園制度」の対象で

あり、市全体における幼児教育・保育の量的な補完機能として調整を行いながら、保育ニ

ーズも高い３歳未満児を受け入れていくための体制や児童数減少に応じた適切な施設の

整備が必要です。 

また、本市では、全ての公立園において建築後 50 年近くが経過しており、耐震基準は

満たしているものの、施設の老朽化や高度化する保育ニーズに対応するためのスペースの

確保が課題となっています。こうした中、令和５年にこども基本法が施行され、公立園に

おいてもこどもの権利や最善の利益を第一に考えていくことが求められており、入所児童

のプライバシーを保護するための対策が必要です。 

さらに、障害児や支援が必要な児童、医療的な行為が必要な児童の保育ニーズが高まる

中、令和３年には「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」が公布されま

した。これは、保育所の設置者の責務として、医療的ケア児への適切な支援を求めるもの

であり、今後は、こうした児童を受け入れるための体制や施設整備も必要です。 

こうしたことから、本市における３歳未満児の保育ニーズや少子化の動向などに注視し

ながら、施設規模を減らしつつもサービスは充実させる「縮充」の観点から施設整備や保

育サービスを進めることとし、施設定員の縮小や、障害のある児童や医療的行為の支援が

必要な児童の受け入れなどに取り組む一方、計画期間中において、国の動向や本市の保育

が直面する諸課題を踏まえつつ、本計画に沿って公立幼保施設の再編を含めた将来のあり

方や整備に関する方針を明らかにします。 
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第８章 計画の推進体制 

 

１ 計画内容の市民への周知 

本市のこどもをはじめ全ての人が、本計画の基本理念などを理解し共有した上で、“オー

ルひかり”でこどもや子育て支援に関する取組を実施し、継続していくことが重要です。 

このため、本計画を関係機関等への配布や関係各所での配架、ホームページ等での内容公

表・紹介などを行うことにより、計画内容の周知に努めます。 

 

 
２ こどもの意見の聴取 

こども施策を実施するにあたっては、こども基本法により、こどもやその保護者などの関

係者の意見を反映させるための措置を講じることとなっています。 

このため、計画期間中におけるあらゆる機会を活用して、こどもの意見を聴取しながら、

全てのこどもたちの笑顔があふれ、自らの意思や選択によって光り輝く未来を切り開いて

いくことができるまちの実現に向けて取組を進めます。 

  

  

３ 関係機関等との連携 

こども施策は、福祉分野だけでなく、保健・医療・教育など多岐の分野にわたるとともに、

就労や結婚など青年期のこどもへの支援も含まれています。 

このため、庁内関係部局はもとより、国や県、大学、事業者、こどもに関する施設などの

関係機関等との連携を図りながら、こどもや子育て家庭への支援に努めます。 

 
  

４ 計画の進行管理 

本計画の全体については、「子ども・子育て審議会」が「成果指標」の達成状況や取組な

どについて協議・点検を行います。市は点検結果を踏まえ、施策の改善につなげていきます。 

また、第６章の「子ども・子育て支援法に定める事業計画」については、年度ごとに市が

実施状況をまとめた上で、「子ども・子育て審議会」が目標の達成状況などについて点検・

評価を行います。市は点検や評価の結果を踏まえ、必要に応じて見直しを行います。 

  

－ 100 －



資料編 

１ 光市子ども・子育て審議会条例 

 

平成２５年３月２９日 

条例第１９号 

（設置） 

第１条 こども基本法（令和４年法律第７７号。以下「基本法」という。）第１３条第３項及

び子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「支援法」という。）第７２条第

１項の規定に基づき、光市子ども・子育て審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 審議会は、次に定める事項について所掌する。 

(１) 光市こども計画（基本法第１０条第２項に規定する本市の市町村こども計画をいう。）

の策定及び変更に関する事項並びにこども施策（基本法第２条第２項に規定するこども

施策をいう。）に関する事項について調査審議をすること。 

(２) 支援法第７２条第１項各号に規定する事項を処理すること。 

(３) 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第８条第３項及び第４項の

規定に基づく行動計画の策定及び推進について協議すること。 

(４) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３４条の１５第４項の規定に基づく家庭

的保育事業等の認可について協議すること。 

(５) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項に関して協議すること。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員２０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、前条に規定する所掌事項に関し学識経験を有する者等のうちから、市長が委嘱す

る。 

（任期） 

第４条 前条の規定により委嘱された委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第６条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

２ 会議の議長は、会長をもって充てる。 

３ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 
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４ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

（部会の設置） 

第７条 特別の事項を処理するため必要があるときは、審議会に部会を置くことができる。 

２ 部会に属する委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員のうちから会長が指名する。 

（関係者の出席） 

第８条 審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、説明又は意見を

求めることができる。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

（任期の特例） 

２ この条例の施行後、最初に委嘱される委員の任期は、第４条第１項の規定にかかわらず、

平成２７年３月３１日までとする。 

（会議の招集の特例） 

３ 委員の委嘱の日後最初に行う会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。 

（光市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

４ 光市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例（平成１６年光市条例第３６号）の一部

を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則(令和４年条例第２０号) 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則(令和６年条例第３８号) 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。  
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２ 光市子ども・子育て審議会条例施行規則 

 

平成２５年３月２９日 

規則第８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、光市子ども・子育て審議会条例（平成２５年光市条例第１８号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（委員の内訳） 

第２条 条例第３条の委員の内訳は、次のとおりとする。 

（１） 学識経験を有する者 

（２） 幼児教育、保育及び子育て支援事業に従事する者 

（３） 市民団体、民間団体等の代表者 

（４） 子育て支援サービスの利用者 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める者 

（会議の招集） 

第３条 会長は、会議を招集するときは、あらかじめ日時、場所及び付議すべき案件を委員に

通知するものとする。ただし、緊急を要する場合等やむを得ないときは、この限りでない。 

２ 委員は、病気その他の理由により会議に出席することができないときは、あらかじめその

旨を会長に届けなければならない。 

（発言） 

第４条 会議において発言しようとする者は、議長の許可を受けなければならない。 

（会議の記録） 

第５条 会長は、審議会の庶務に従事する職員に会議の概要及び出席委員の氏名を記録させ

なければならない。 

（部会の会議） 

第６条 第３条の規定は、部会の会議に準用する。この場合において、同条中「会長」とある

のは、「部会長」と読み替えるものとする。 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、福祉保健部こども政策課において処理する。 

（その他） 

第８条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則(令和６年規則第３０号) 

この規則は、公布の日から施行する。 
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３ 光市子ども・子育て審議会委員名簿 

【令和７年１月 31 日現在】 

番 氏  名 備  考 

 １ 岩 佐 光 恵 特定非営利活動法人 虹のかけ橋副理事長 

 ２ 宇 多 康 德 光商工会議所青年部会長 

 ３ 奥 屋 隆 伸 光市教育開発研究所主任研究員 

 ４ 兼 坂 幸 雄 
光市小学校校長会会長 

光市要保護児童対策地域協議会会長 

 ５ 河 本 政 之 光市中学校校長会会長 

 ６ 北 川 博 之 光市医師会 

 ７ 〇北 村 洋 子 主任児童委員 

 ８ ◎小 西 俊 弘 光市社会福祉協議会事務局長 

 ９ 田 中 秀 一 光市小中学校ＰＴＡ連合会会長 

１０ 長 岡 泰 士 山口県保育協会光支部長 

１１ 野 口 彩也香 公募委員 

１２ 日 野 俊 子 山口県私立幼稚園協会 

１３ 福 田 幹 太 周南公立大学生 

１４ 藤 永 真 帆 公募委員 

１５ 前 上   陽 周南公立大学生 

１６ 藪 崎 寿 子 光市母子保健推進協議会会長 

１７ 山 下 直 美 保育園保育士 

１８ 山 本   統 公募委員 

氏名欄の◎は会長、〇は副会長                   （50 音順） 
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《表紙・裏表紙》 “園児がウメの花とクロマツの葉を満開に”

～市内の幼保施設の園児が作ったシールアート～

市内には５の幼稚園と 10 の保育所、１の認定こども園がありますが、計画

の策定にあたり、全ての施設の園児の皆さんに丸シールを使って、冠山総合

公園に植えられている、市の花である「ウメ」と市の木である「クロマツ」を満

開にしていただきました。 

こども基本法では、基本理念の

中で、こどもが意見を表明する機

会の確保が挙げられており、こうし

た取組を通じて、就学前の児童の

皆さんにも、理想のまちの実現に向

けた想いを寄せていただきました。 
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